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2

産休／育児・介護休業の手続き

時期 制度 手続き項目 提出書類や必要な対応等の例 書類取得・提出先

出
産
前
（
産
休
前
）

企業 産前・産後休業
○産前産後休業届
※産前産後休業は届がなくても取得できるので、
必要有無は企業によって異なります

企業

健保・厚年 健保・厚生年金保険料免除 ○健康保険・厚生年金保険産前産後休業取得者
申出書　⇒29頁 日本年金機構

企業 育休・産後パパ育休の申出 ○（出生時）育児休業申出書　⇒41、64頁 企業

企業 育休・産後パパ育休の申出をし
た社員に対する取扱いの通知 ○（出生時）育児休業取扱通知書　⇒46頁 育休・産後パパ育休

を申し出た従業員

企業 通勤定期代金返却 休業期間中の通勤定期代金を企業へ返却 －

企業 住民税 企業から市区町村市民税課へ問い合わせ 市区町村市民税課

－ 生保等の企業払から個人払への
変更（加入者のみ） 本人が各保険企業等へ連絡 各保険会社

出
産
後

企業 出生の届出 ○家族異動届 企業

健保・厚年 健保・厚生年金保険料免除 ○産前産後休業取得者変更（終了）届　⇒29頁 日本年金機構

健保

（例）協会
けんぽ加
入の場合

出産育児一時金請求 ○健康保険出産育児一時金支給申請書
必要手続きは、加入
先や本人の状況によ
って異なりますので、
詳しくは加入健保に
問い合わせ

健保

出産育児一時金内払金支払依頼
※�医療機関等で出産育児一時金
の直接支払制度を利用し、差
額の支給が生じる場合

○健康保険出産育児一時金内払金支払依頼書・
差額申請書

健保 出産手当金請求 ○健康保険出産手当金支給申請書　⇒34頁

育
休
中

健保・厚年 健保・厚生年金保険料免除 ○健康保険 厚生年金保険 育児休業等取得者申
出書　⇒29頁 日本年金機構

雇用保険 育児休業給付

○育児休業給付受給資格確認票・（初回）育児
休業給付金支給申請書　⇒113頁

ハローワーク
○雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書
（育児）　⇒112頁

復
職
時

企業 出勤（復職）の報告 ○出勤届（休暇・欠勤・休職） 企業

健保・厚年 育児休業を予定より早く終了し
た際の届出

○健康保険 厚生年金保険 育児休業等取得者終
了届　⇒29頁

日本年金機構厚生年金 子が３歳になるまでの年金に関
する特例措置の申出

○厚生年金保険 養育期間標準報酬月額特例申
出書　⇒31頁

健保・厚年 標準報酬月額の改定の申出（該
当者のみ）

○健康保険 厚生年金保険 育児休業等終了時報
酬月額変更届　⇒30頁

家
族
の
介
護

企業 介護休業の申出 ○介護休業申出書　⇒122頁 企業

企業 介護休業の申出をした社員に対
する取扱いの通知 ○介護休業取扱通知書　⇒123頁 介護休業を申し出た

従業員

雇用保険 介護休業給付
○介護休業給付金支給申請書　⇒150頁

ハローワーク○雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書
（介護）　⇒152頁

手続きリスト

●日本年金機構やハローワークの書類取得はWEBページより行うことができます。
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産休／育児・介護休業の手続き

3

○母性健康管理（妊娠中及び産後１年を経過しない女性が対象です）
①保健指導又は健康診査を受けるための時間の確保
　事業主は、女性労働者が妊産婦のための保健指導又は健康診査を受診するために必要な
時間を確保することができるようにしなければなりません。

②指導事項を守ることができるようにするための措置
　妊娠中及び出産後の女性労働者が、健康診査等を受け、医師等から指導を受けた場合は、
その女性労働者が、受けた指導事項を守ることができるようにするために、事業主は、勤
務時間の変更や勤務の軽減等の措置を講じなければなりません。

③母性健康管理指導事項連絡カード
　医師等から受けた指導事項の内容を事業主に的確に伝えるための連絡カードです。

本文Ⅰ⑴２. ２参照

本文Ⅰ⑴２. ３参照

本文Ⅰ⑴２. ４参照

○育児休業制度
　1 歳に満たない子を養育する男女労働者（有期雇用労働者を含む）は、育児・介護休業
法に基づく育児休業を取得できます。

○産後パパ育休制度（出生時育児休業制度）
　育児休業とは別に、原則として出生後８週間のうち４週間まで、２回に分割して休業す
ることができます。

本文Ⅱ⑴ 参照

本文Ⅱ⑴５. 参照

○産前休業
　６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産する予定の女性が請求した場合、その
者を就業させることはできません。出産日当日は産前休業に含まれます。

本文Ⅰ⑴１. 参照

○産後休業
　出産日の翌日から８週間を経過しない女性を就業させることはできません。
　ただし、６週間経過後は本人が請求し、医師が支障がないと認めた業務に就かせること
は差し支えありません。

本文Ⅰ⑴１. 参照

○労働基準法における母性保護規定
　妊娠中及び産後１年を経過しない女性等が対象です。

本文Ⅰ⑴１. ２参照

妊
　娠
　中

出
産

出
　産
　後

働く女性の妊娠・出産前後に事業主が講ずる措置
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4

育児・介護休業法
（法令により求められる制度）の概要

育児関係 介護関係
育児休業 産後パパ育休（出生時育児休業） 介護休業

休
業
制
度

休業の定義 ○�労働者が原則としてその１歳に満たない子を
養育するためにする休業

○�産後休業をしていない労働者が
原則として出生後８週間以内の子
を養育するためにする休業

○�労働者がその要介護状態
（負傷、疾病又は身体上
若しくは精神上の障害に
より、２週間以上の期間
にわたり常時介護を必要
とする状態）にある対象
家族を介護するためにす
る休業

対象労働者 ○労働者（日々雇用を除く）
○�有期雇用労働者は、申出時点において、次
の要件を満たすことが必要

　・�子が１歳６か月（２歳までの休業の場合は２
歳）を経過する日までに労働契約期間が
満了し、更新されないことが明らかでない
こと

○労使協定で対象外にできる労働者
　・�雇用された期間が１年未満の労働者
　・�１年（１歳以降の休業の場合は、６か月）
以内に雇用関係が終了する労働者

　・�週の所定労働日数が２日以下の労働者

○�産後休業をしていない労働者
（日々雇用を除く）
○�有期雇用労働者は、申出時点に
おいて、次の要件を満たすことが
必要

　・�子の出生日又は出産予定日の
いずれか遅い方から起算して８
週間を経過する日の翌日から６
か月を経過する日までに労働契
約期間が満了し、更新されない
ことが明らかでないこと

○�労使協定で対象外にできる労働
者

　・�雇用された期間が１年未満の労
働者

　・�８週間以内に雇用関係が終了す
る労働者

　・�週の所定労働日数が２日以下の
労働者

○�労働者（日々雇用を除く）
○�有期雇用労働者は、申出
時点において、次の要件
を満たすことが必要
　・�介護休業取得予定日か
ら起算して93日経過す
る日から６か月を経過
する日までに労働契約
期間が満了し、更新さ
れないことが明らかで
ないこと

○�労使協定で対象外にでき
る労働者
　・�雇用された期間が１年
未満の労働者

　・�93日以内に雇用関係
が終了する労働者

　・�週の所定労働日数が２
日以下の労働者

対象となる
家族の範囲

○子 ○子 ○�配偶者（事実婚を含む。
以下同じ）

　�父母、子、配偶者の父母
　�祖父母、兄弟姉妹及び孫

回数 ○�子１人につき、原則２回
○�以下の事情が生じた場合には、再度の育児
休業取得が可能

　①�新たな産前・産後休業、産後パパ育休、
育児休業又は介護休業の開始により育児
休業が終了した場合で当該休業に係る子
又は家族が死亡等した場合

　②�配偶者が死亡した場合又は負傷、疾病、
障害により子の養育が困難となった場合

　③�離婚等により配偶者が子と同居しないこと
となった場合

　④�子が負傷、疾病、障害により２週間以上に
わたり世話を必要とする場合

　⑤�保育所等入所を希望しているが、入所で
きない場合

○�子が１歳以降の休業については、子が１歳ま
での育児休業とは別に１回ずつ取得可能
○�１歳以降の休業について上記①の事情が生じ
た場合に限り、１歳６か月又は２歳までの育児
休業も再度の取得が可能

○�子１人につき、２回（２回に分割す
る場合はまとめて申出）

○��対象家族１人につき、３
回

期間 ○�原則として子が１歳に達するまでの連続した
期間

○�ただし、配偶者が育児休業をしているなどの
場合は、子が１歳２か月に達するまで出産日、
産後休業期間、育児休業期間、産後パパ育
休期間を合計して１年間以内の休業が可能

○�原則として子の出生後８週間以内
の期間内で通算４週間（28日）ま
で

○�対象家族１人につき通算
93日まで
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育児・介護休業法（法令により求められる制度）の概要

5

育児関係 介護関係
育児休業 産後パパ育休（出生時育児休業） 介護休業

休
業
制
度

期間
（延長する
場合）

○１歳６か月までの育児休業は、次の要件（②
ウに該当する場合は②のみ）に該当する場合
に取得可能
①子が１歳に達する日において（パパ・ママ
育休プラスで１歳を超えて育児休業をして
いる場合にはその休業終了予定日におい
て）いずれかの親が育児休業中であること
②次の特別な事情があること
ア　保育所等への入所を希望しているが、
入所できない場合

イ　子の養育を行っている配偶者（もう一
人の親）であって、１歳以降子を養育す
る予定であったものが死亡、負傷、疾
病等により子を養育することが困難にな
った場合
ウ　新たな産前・産後休業、産後パパ育休、
育児休業又は介護休業の開始により育
児休業が終了した場合で当該休業に係る
子又は家族が死亡等した場合

③１歳６か月までの育児休業を取得したこと
がないこと

※同様の条件で１歳６か月から２歳までの延長可
手続 ○書面等で事業主に申出

・事業主は、証明書類の提出を求めることが
できる

・事業主は、育児休業の開始予定日及び終
了予定日等を、書面等で労働者に通知

○申出期間（事業主による休業開始日の繰下
げ可能期間）は１か月前まで（ただし、出産
予定日前に子が出生したこと等の事由が生じ
た場合は、１週間前まで）
１歳以降の休業の申出は、２週間前まで（１
歳到達日（２歳までの育児休業の場合は１歳６
か月到達日）の翌日以降は１か月前まで）
○出産予定日前に子が出生したこと等の事由が
生じた場合は、休業１回につき１回に限り開
始予定日の繰上げ可

○１か月前までに申し出ることにより、子が１歳
に達するまでの期間内で休業１回につき１回に
限り終了予定日の繰下げ可
１歳以降の休業をしている場合は、２週間前
の日までに申し出ることにより、子が１歳６か月
（又は２歳）に達するまでの期間内で１回に限
り終了予定日の繰下げ可
○休業開始予定日の前日までに申し出ることに
より撤回可
○１歳までの育児休業は撤回１回につき１回休業
したものとみなす。１歳以降の育児休業は各
１回撤回可、撤回後の再度の申出は原則不可

○書面等で事業主に申出
・事業主は、証明書類の提出を
求めることができる

・事業主は、産後パパ育休の開
始予定日及び終了予定日等を、
書面等で労働者に通知

○申出期間（事業主による休業開始
日の繰下げ可能期間）は２週間前
（労使協定を締結している場合は２
週間超から１か月以内で労使協定
で定める期限）まで（ただし、出産
予定日前に子が出生したこと等の
事由が生じた場合は、１週間前まで）

○出産予定日前に子が出生したこと
等の事由が生じた場合は、休業１
回につき１回に限り開始予定日の
繰上げ可

○２週間前までに申し出ることにより、
子の出生後８週間以内の期間内で
通算４週間（28 日）の範囲内で
休業１回につき１回に限り終了予定
日の繰下げ可
○休業開始予定日の前日までに申し
出ることにより撤回可。撤回１回
につき１回休業したものとみなす。
２回撤回した場合等、再度の申出
は不可

○書面等で事業主に申出
・事業主は、証明書類の
提出を求めることがで
きる

・事業主は、介護休業の
開始予定日及び終了予
定日等を、書面等で労
働者に通知

○申出期間（事業主による
休業開始日の繰下げ可能
期間）は２週間前まで

○２週間前の日までに申し
出ることにより、93日の
範囲内で、申出ごとに１
回に限り終了予定日の繰
下げ可

○休業開始予定日の前日ま
でに申し出ることにより、
撤回可

○申出が２回連続して撤回
された場合には、それ以
降の介護休業申出を拒む
ことができる

休業中の就
業

○休業中に就業させることができる
労働者を労使協定で定めている
場合に限り、労働者が合意した範
囲で休業中に就業することが可能

○就業を希望する労働者は書面等に
より就業可能日等を申出、事業主
は申出の範囲内で就業日等を提
示、休業前日までに労使合意

○就業日数等の上限がある（休業
期間中の所定労働日・所定労働
時間の半分まで等）

○休業開始予定日の前日までに申し
出ることにより撤回可。休業開始
日以降は特別な事情がある場合
に撤回可能
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8

子の看護休暇・介護休暇が時間単位で取得可能に
◎子の看護休暇及び介護休暇について、従前の取得単位は「1日単位」又は「半日単位」とされ
ていましたが、これらの休暇を労働者が柔軟に取得することができるよう、「時間単位」で
取得できるようになりました。

第１　施行期日：令和３（2021）年１月１日

改正前 改正後

・半日単位での取得が可能
・１日の所定労働時間が４時間
以下の労働者は取得できない

・時間単位での取得が可能
・すべての労働者が取得できる

子の看護休暇・介護休暇の時間単位取得

現行制度の取得イメージ 改正後の取得イメージ

8：00

9：00

10：00

11：00

12：00

13：00

14：00

15：00

16：00

17：00

18：00

〈例〉１日の所定労働時間数が８時間、年５日分の介護休暇が取得可能な場合

より柔軟な休暇取得が可能に。

一
日
休

午
前
休

午
前
休

一
日
休

午
後
休

一
日
休

午
前
休

二
時
間
休

一
日
休

三
時
間
休

四
時
間
休

一
日
休

三
時
間
休

一
時
間
休 二

時
間
休

一
日
休

一
時
間
休

法改正（育児・介護休業法等）のポイント
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法改正（育児・介護休業法等）のポイント
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改正後の働き方・休み方のイメージ（例）

2　出生時育児休業（産後パパ育休）を創設
◎男性の休業の取得をより進めるため、男性の取得ニーズの高い「子の出生直後の時期」につ
いて、出生時育児休業（通称「産後パパ育休」）が創設されました。
◎子の出生後８週間以内に４週間まで、育児休業とは別に取得できます。

3　育児休業の分割取得が可能に
◎産後パパ育休とは別に、１歳までの育児休業は分割して２回取得可能になりました。
◎１歳以降の育児休業の開始日が柔軟化され、１歳以降の育児休業期間の途中でも夫婦で交
替することが可能になりました。

第３　施行期日：令和４（2022）年10月１日

令和４年10月１日～

父

夫婦が育休を交替できる
回数が増える

１歳 １歳半 ２歳出生

開始時点を柔軟化することで、
夫婦が育休を途中交替できる

保育所に入所できない等の場合

育休 育 休

育 休

育 休

育 休

産 休

休 育 休

母 育 休

休

例１

例２

出生後８週

出生後８週

父

１歳 １歳半 ２歳出生

保育所に入所できない等の場合

育 休 育 休

育 休 育 休産 休

休 育 休

母

育 休休

育 休

＋ さらに
もう１回

出生時
退院時等

妻の職場復帰等の
タイミング

開始時点を柔軟化することで、
夫婦が育休を途中交替できる＋さらに

もう１回
出生時
退院時等

産後パパ育休
▶新設（分割して2回取得可能）

１歳以降の育児休業
▶途中交替可能

育児休業
▶夫婦ともに分割して２回取得可能

ピンク色の矢印が、今回の改正で新たにできるようになることです

１　育児休業中の保険料免除要件を見直し
◎従前の保険料免除要件（育児休業等開始日の属する月から終了日の翌日が属する月の前月ま
で）に加え、同月内に14日以上育児休業等を取得した場合も免除されます。
◎賞与の保険料は１か月を超える育児休業等をしている場合に限り徴収されません。
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産後パパ育休・育児休業制度の概要

産後パパ育休
（令和4年10月1日～）
育休とは別に取得可能

育児休業制度
（令和4年10月1日～）

【参考】
改正前の育児休業制度

対象期間
取得可能日数

子の出生後８週間以内に４週間（28日）
まで取得可能

原則子が１歳（最長
２歳）まで

原則子が１歳（最長
２歳）まで

申出期限
原則休業の２週間前まで（雇用環境の整備
などについて法を上回る取組みを労使協定
で定めている場合は１か月前まで）

原則１か月前まで 原則１か月前まで

分割取得 分割して２回取得可能（初めにまとめて申
し出ることが必要）

１歳までの育児休業
について分割して２
回取得可能（取得の
際にそれぞれ申出）

原則分割不可

休業中の就業
労使協定を締結している場合に限り、労働
者が合意した範囲で休業中に就業すること
が可能

原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の延長 － 育休開始日を柔軟化 育休開始日は１歳、
１歳半の時点に限定

１歳以降の再取得 － 特別な事情がある場
合に限り再取得可能 再取得不可

公表内容

①育児休業等の取得割合 ②育児休業等と育児目的休暇の取得割合

育児休業等をした男性労働者の数

配偶者が出産した男性労働者の数

育児休業等をした男性労働者の数
＋

小学校就学前の子の育児を目的とした休暇制度
を利用した男性労働者の数

の合計数

配偶者が出産した男性労働者の数
※「育児休業等」とは、育児・介護休業法に規定する以下の休業のことです。
　・育児休業（産後パパ育休を含む）
　・�法第23条第２項（３歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短縮措置を講じない場合の代替措置義務）又は第24条第１項
（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関する制度に準ずる措置を講じた場合は、
その措置に基づく休業

※�「育児を目的とした休暇」とは、休暇の目的の中に「育児を目的とするもの」であることが就業規則等で明らかにされている休暇制度（育
児休業等及び子の看護休暇など法定の制度は除く）です。

育児休業取得状況の公表の義務化
◎常時雇用する労働者が1,000人を超える企業の事業主は、男性労働者の育児休業等の取得
状況を年１回公表することが義務付けられます。

第４　施行期日：令和５（2023）年４月１日

　公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前事業年度）における、下図の①又は②のいずれか
の割合を、インターネットの利用その他適切な方法で、一般の方が閲覧できるように公表します。
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Ⅰ　産前・産後休業

⑴産前・産後休業
Q&A

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑴

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑵

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑴

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑵

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑴

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑵

１．母性保護規定
１　産前・産後休業 �  14
２　その他の母性保護規定 �  16

２．母性健康管理の措置
１　母性健康管理措置の概要 �  17
２�　健康診査等 �  19
３�　指導事項を守ることができるように

するための措置 �  20
４　母性健康管理指導事項連絡カード �  21
５　不利益取扱いの禁止 �  22
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⑴産前・産後休業は、労働基準法にもとづき、母
性保護の観点から設けられている休業です。

⑵６週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産
する予定の女性、また、産後８週間※を経過し
ない女性が、産前・産後休業の対象となります。

⑶「出産」とは、妊娠４か月以上の分娩をいい、
「生産」だけでなく「死産」や「流産」も含ま

れます。
⑷産前・産後休業の規定は、正規労働者や有期雇

用労働者など、働き方の違いに関係なく、すべ
ての女性労働者が対象です。
※　６週間を経過した後は、労働者本人が請求し、医師が
支障ないと認めた場合は６週間。

⑴女性労働者は、請求すれば出産予定日の６週間
前（多胎妊娠の場合は14週間前）から休業（産
前休業）することができます。

⑵産前休業は、当該女性労働者が請求した場合に
就業させてはならない期間です※１。

⑶また、女性労働者は、出産日の翌日から８週間
は、就業することができません（産後休業）※２。

⑷産後休業は、６週間は強制的な休業ですが、６
週間を経過した後は、労働者本人が請求し、医
師が支障ないと認めた業務に就かせることは差
し支えありません。

⑸出産日は産前休業に含まれます。
※１　労働基準法第65条第１項。
※２　労働基準法第65条第２項。

１ 産前・産後休業
産前・産後休業とは何ですか。対象はだれですか？Q1

産前・産後休業の期間はいつからいつまでですか？Q2

⃝６週間以内に出産する予定の女性や、出産の翌日から８週間を経過しない女性を就業させる
ことは、原則としてできません。

⃝妊産婦が請求した場合には、時間外労働、休日労働、又は深夜業をさせることはできません。

１. 母性保護規定

⑴産前休業開始日から出産日当日までは産前休業 の扱いです。よって、出産予定日と実際の出産

出産予定日と実際の出産日が異なった場合、産前・産後休業の期
間はどうなりますか？Q3
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１. 母性保護規定

15

⑴妊娠していることがわかったら、労働者は、出
産予定日や休業の予定を会社へ申し出ます。

⑵会社の就業規則に記載されていない場合でも、
労働者は産前・産後休業の制度を利用できます。

⑶労働者が、本人又は配偶者の妊娠・出産を申し
出た場合、会社は育児休業制度等について個別
に周知し、取得意向を確認しなければなりませ

ん※。
⑷出産予定日が判明したら、早期に申し出るよう

に、会社は日頃から労働者に周知しておくこと
が必要です。また、妊娠したことを職場で言い
出しやすい環境を日頃から作っておくことも望
ましいと考えられます。
※　育児・介護休業法第21条。

日が異なった場合、産前休業期間は次のように
なります。
①出産予定日より出産日が早い場合、産前休業

期間はその分短くなります。
②出産予定日より出産日が遅れた場合、産前休

業期間はその分長くなります。
⑵産後休業は、実際の出産日の翌日から開始しま

す。よって、出産予定日と実際の出産日が異な
った場合も産後休業期間（原則８週間）は変わ
りません。

⑶なお、出産手当金については、出産が予定日よ
り遅れた場合、その遅れた期間についても支給
されます（⇒33頁「Q３」参照）。

産前・産後休業を取る際、労働者は手続きが必要ですか？Q4

妊娠が分かったら

・出産予定日や休業の予定を、早めに会社に申
し出ましょう（配偶者が妊娠した男性も）。
また、お住いの市区町村の窓口にできるだけ
早く妊娠の届出を行いましょう。

・市区町村の窓口では母子健康手帳の交付とと
もに、妊婦健診を公費の補助で受けられる受
診券や、保健師等による相談、母親学級・両
親学級の紹介、各種の情報提供などを受ける
ことができます。

・妊娠中は、普段より一層健康に気をつけなけ
ればなりません。あなた自身の安心・安全や
お腹の中の赤ちゃんの健康のため、必ず妊婦
健康診査等を受けましょう。

・健康診査等を受けるための時間が必要な場合

は、会社に申請しましょう（有給か無給かは
会社の規定によります）。

医師等の指導を受けたら

・妊婦健康診査等では、体調が優れなかった
り、勤務する上で不安に思うことなどがあれ
ば、遠慮なく医師等に申し出ましょう。

・医師等から、妊娠中の通勤緩和、休憩時間の
延長、つわりやむくみなどの症状に対応して
勤務時間の短縮や作業の制限、休業などの指
導を受けた場合には、会社に申し出て措置を
講じてもらいましょう。

・指導事項を会社にきちんと伝えることができ
るよう、医師等に「母性健康管理指導事項連
絡カード（母健連絡カード）」に記入しても
らうことができます。

労働者の方へ
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Ⅰ　産前・産後休業

Ⅱ
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⑴
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⑵
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⑵

Ⅰ
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⑴

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑵

⑵出産・育児と労働保険・
　社会保険の届出Q&A
出産・育児関係の届出スケジュール（例）
　　　 �  24
産前休業・育児休業開始日早見表 �  26

１．産前産後休業・育児休業と社会保険料
１　産休・育休期間の社会保険料の免除 �  28
２　産休・育休期間終了後の社会保険料の
　　特例 �  30
３　養育期間の年金額計算の特例 �  31

２．出産したときの健康保険の給付 �  32

様　式

■産前産後休業取得者申出書 �  29
■育児休業等取得者申出書 �  29
■産前産後休業終了時報酬月額変更届 �  30
■育児休業等終了時報酬月額変更届 �  30
■厚生年金保険養育期間標準報酬月額特例
　申出書 �  31
■健康保険出産手当金支給申請書 �  34
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Ⅰ　産前・産後休業　⑵出産・育児と労働保険・社会保険の届出Ｑ＆Ａ

24

■出産・育児関係の届出スケジュール（例） 出産予定日・出産日………………………………❷令和５年 5 月23日
子が１歳に達する日（１歳誕生日の前日）……❻令和６年 5 月22日
子が１歳２か月に達する日………………………❼令和６年 7 月22日
子が１歳６か月に達する日………………………❽令和６年11月22日
子が３歳に達する日（３歳誕生日の前日）……❾令和８年 5 月22日

※１　出産日は産前休業の扱い
※２　出産日が出産予定日より遅れた場合は、出産日当日までが産前休業の扱い
※３　雇用保険の育児休業終了日は、１歳誕生日の前々日（１歳に満たない子）
※４　社会保険の育児休業終了日は、１歳誕生日の前日（１歳に達するまで。「年齢

計算に関する法律」により、１歳に達する日は１歳誕生日の前日）

❺令和６年5月21日
雇用保険・

育児休業給付終了日

❹令和５年7月19日
雇用保険・社会保険
育児休業開始日

❸令和５年7月18日

産後休業終了日

❷令和５年5月23日

出産予定日・出産日
※１ ※２

❶令和５年4月12日

産前休業開始日

❻令和６年5月22日
社会保険・
育児休業終了日

❼令和６年7月22日
パパ・ママ育休プラス
育児休業終了日

❽令和６年11月22日
一定要件による延長
育児休業終了日

❾令和８年5月22日
社会保険料・年金額
計算の特例終了日

出産（予定）日以前
42日 出産日後56日 産後休業

終了日の翌日
１歳誕生日の
前々日 ※３

１歳誕生日の
前日 ※４

１歳２か月に
達する日

１歳６か月に
達する日

３歳誕生日の
前日

R5/5

R5/4/12

R5/5/24

R6/8

R5/4 R5/7

R5/6 R6/4 R6/6 R6/10

R8/4

R8/4

R8/4

R6/11/21R6/7/21R6/5/21

R5/7/18

R7/5/23

②出産手当金の支給
　（健康保険）

①産前産後休業期間中の
　社会保険料の免除
　（健康保険・厚生年金保険）

⑥育児休業等期間中の
　社会保険料の免除
　（健康保険・厚生年金保険）

⑤育児休業給付金の支給
　（雇用保険）

③出産育児一時金の支給
　（健康保険）

④３歳未満の子を養育する期間
　についての年金額計算の特例
　（厚生年金保険）

⑦産前産後休業終了後・
　育児休業終了後の
　社会保険料の特例
　（健康保険・厚生年金保険）

項目（法律） 例示上の対象期間（最長） 提出期限

① 産前産後休業期間中の社会
保険料の免除

（健康保険・厚生年金保険）

令和５年４月（産前休業開始月）～
令和５年６月（産後休業終了日の翌
日の月の前月）

産前産後休業中

② 出産手当金の支給
（健康保険）

令和５年４月12日（❶） ～ 令和５
年７月18日（❸）

産前産後休業開始日の翌日から２年
以内

③ 出産育児一時金の支給
（健康保険）

令和５年５月24日（❷の翌日）～ 
令和７年５月23日

出産日の翌日から２年以内

④ ３歳未満の子を養育する期
間についての年金額計算の
特例（厚生年金保険）

令和５年５月（養育開始月）～令和
８年４月（３歳到達日の翌日の月の
前月）

申出が遅れた場合、遡及するのは申
出を行った月の前月までの２年間

⑤ 育児休業給付金の支給
（雇用保険）

令和５年７月19日（❹）～令和６年
５月21日（❺）または７月21日（❼
の前日）または11月21日（❽の前
日）

＜受給資格確認手続のみ行う場合＞
初回の支給申請を行う日まで

＜初回の申請も同時に行う場合＞
育児休業開始日から４か月を経過
する日の属する月の末日まで

育児介護休業法Ｑ＆Ａ_本文p013-152.indd   24育児介護休業法Ｑ＆Ａ_本文p013-152.indd   24 2023/05/17   16:362023/05/17   16:36

SA
MP
LE



Ⅰ　産前・産後休業　⑵出産・育児と労働保険・社会保険の届出Ｑ＆Ａ
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出産（予定）日 産前休業開始日 育休開始日 出産（予定）日 産前休業開始日 育休開始日 出産（予定）日 産前休業開始日 育休開始日
１月１日 11月21日 ２月27日 ２月１日 12月22日 ３月30日 ３月１日 １月19日 ４月27日
１月２日 11月22日 ２月28日 ２月２日 12月23日 ３月31日 ３月２日 １月20日 ４月28日
１月３日 11月23日 ３月１日 ２月３日 12月24日 ４月１日 ３月３日 １月21日 ４月29日
１月４日 11月24日 ３月２日 ２月４日 12月25日 ４月２日 ３月４日 １月22日 ４月30日
１月５日 11月25日 ３月３日 ２月５日 12月26日 ４月３日 ３月５日 １月23日 ５月１日
１月６日 11月26日 ３月４日 ２月６日 12月27日 ４月４日 ３月６日 １月24日 ５月２日
１月７日 11月27日 ３月５日 ２月７日 12月28日 ４月５日 ３月７日 １月25日 ５月３日
１月８日 11月28日 ３月６日 ２月８日 12月29日 ４月６日 ３月８日 １月26日 ５月４日
１月９日 11月29日 ３月７日 ２月９日 12月30日 ４月７日 ３月９日 １月27日 ５月５日
１月10日 11月30日 ３月８日 ２月10日 12月31日 ４月８日 ３月10日 １月28日 ５月６日
１月11日 12月１日 ３月９日 ２月11日 １月１日 ４月９日 ３月11日 １月29日 ５月７日
１月12日 12月２日 ３月10日 ２月12日 １月２日 ４月10日 ３月12日 １月30日 ５月８日
１月13日 12月３日 ３月11日 ２月13日 １月３日 ４月11日 ３月13日 １月31日 ５月９日
１月14日 12月４日 ３月12日 ２月14日 １月４日 ４月12日 ３月14日 ２月１日 ５月10日
１月15日 12月５日 ３月13日 ２月15日 １月５日 ４月13日 ３月15日 ２月２日 ５月11日
１月16日 12月６日 ３月14日 ２月16日 １月６日 ４月14日 ３月16日 ２月３日 ５月12日
１月17日 12月７日 ３月15日 ２月17日 １月７日 ４月15日 ３月17日 ２月４日 ５月13日
１月18日 12月８日 ３月16日 ２月18日 １月８日 ４月16日 ３月18日 ２月５日 ５月14日
１月19日 12月９日 ３月17日 ２月19日 １月９日 ４月17日 ３月19日 ２月６日 ５月15日
１月20日 12月10日 ３月18日 ２月20日 １月10日 ４月18日 ３月20日 ２月７日 ５月16日
１月21日 12月11日 ３月19日 ２月21日 １月11日 ４月19日 ３月21日 ２月８日 ５月17日
１月22日 12月12日 ３月20日 ２月22日 １月12日 ４月20日 ３月22日 ２月９日 ５月18日
１月23日 12月13日 ３月21日 ２月23日 １月13日 ４月21日 ３月23日 ２月10日 ５月19日
１月24日 12月14日 ３月22日 ２月24日 １月14日 ４月22日 ３月24日 ２月11日 ５月20日
１月25日 12月15日 ３月23日 ２月25日 １月15日 ４月23日 ３月25日 ２月12日 ５月21日
１月26日 12月16日 ３月24日 ２月26日 １月16日 ４月24日 ３月26日 ２月13日 ５月22日
１月27日 12月17日 ３月25日 ２月27日 １月17日 ４月25日 ３月27日 ２月14日 ５月23日
１月28日 12月18日 ３月26日 ２月28日 １月18日 ４月26日 ３月28日 ２月15日 ５月24日
１月29日 12月19日 ３月27日 ２月29日 １月19日 ４月26日 ３月29日 ２月16日 ５月25日
１月30日 12月20日 ３月28日 ３月30日 ２月17日 ５月26日
１月31日 12月21日 ３月29日 ３月31日 ２月18日 ５月27日

出産（予定）日 産前休業開始日 育休開始日 出産（予定）日 産前休業開始日 育休開始日 出産（予定）日 産前休業開始日 育休開始日
４月１日 ２月19日 ５月28日 ５月１日 ３月21日 ６月27日 ６月１日 ４月21日 ７月28日
４月２日 ２月20日 ５月29日 ５月２日 ３月22日 ６月28日 ６月２日 ４月22日 ７月29日
４月３日 ２月21日 ５月30日 ５月３日 ３月23日 ６月29日 ６月３日 ４月23日 ７月30日
４月４日 ２月22日 ５月31日 ５月４日 ３月24日 ６月30日 ６月４日 ４月24日 ７月31日
４月５日 ２月23日 ６月１日 ５月５日 ３月25日 ７月１日 ６月５日 ４月25日 ８月１日
４月６日 ２月24日 ６月２日 ５月６日 ３月26日 ７月２日 ６月６日 ４月26日 ８月２日
４月７日 ２月25日 ６月３日 ５月７日 ３月27日 ７月３日 ６月７日 ４月27日 ８月３日
４月８日 ２月26日 ６月４日 ５月８日 ３月28日 ７月４日 ６月８日 ４月28日 ８月４日
４月９日 ２月27日 ６月５日 ５月９日 ３月29日 ７月５日 ６月９日 ４月29日 ８月５日
４月10日 ２月28日 ６月６日 ５月10日 ３月30日 ７月６日 ６月10日 ４月30日 ８月６日
４月11日 ３月１日 ６月７日 ５月11日 ３月31日 ７月７日 ６月11日 ５月１日 ８月７日
４月12日 ３月２日 ６月８日 ５月12日 ４月１日 ７月８日 ６月12日 ５月２日 ８月８日
４月13日 ３月３日 ６月９日 ５月13日 ４月２日 ７月９日 ６月13日 ５月３日 ８月９日
４月14日 ３月４日 ６月10日 ５月14日 ４月３日 ７月10日 ６月14日 ５月４日 ８月10日
４月15日 ３月５日 ６月11日 ５月15日 ４月４日 ７月11日 ６月15日 ５月５日 ８月11日
４月16日 ３月６日 ６月12日 ５月16日 ４月５日 ７月12日 ６月16日 ５月６日 ８月12日
４月17日 ３月７日 ６月13日 ５月17日 ４月６日 ７月13日 ６月17日 ５月７日 ８月13日
４月18日 ３月８日 ６月14日 ５月18日 ４月７日 ７月14日 ６月18日 ５月８日 ８月14日
４月19日 ３月９日 ６月15日 ５月19日 ４月８日 ７月15日 ６月19日 ５月９日 ８月15日
４月20日 ３月10日 ６月16日 ５月20日 ４月９日 ７月16日 ６月20日 ５月10日 ８月16日
４月21日 ３月11日 ６月17日 ５月21日 ４月10日 ７月17日 ６月21日 ５月11日 ８月17日
４月22日 ３月12日 ６月18日 ５月22日 ４月11日 ７月18日 ６月22日 ５月12日 ８月18日
４月23日 ３月13日 ６月19日 ５月23日 ４月12日 ７月19日 ６月23日 ５月13日 ８月19日
４月24日 ３月14日 ６月20日 ５月24日 ４月13日 ７月20日 ６月24日 ５月14日 ８月20日
４月25日 ３月15日 ６月21日 ５月25日 ４月14日 ７月21日 ６月25日 ５月15日 ８月21日
４月26日 ３月16日 ６月22日 ５月26日 ４月15日 ７月22日 ６月26日 ５月16日 ８月22日
４月27日 ３月17日 ６月23日 ５月27日 ４月16日 ７月23日 ６月27日 ５月17日 ８月23日
４月28日 ３月18日 ６月24日 ５月28日 ４月17日 ７月24日 ６月28日 ５月18日 ８月24日
４月29日 ３月19日 ６月25日 ５月29日 ４月18日 ７月25日 ６月29日 ５月19日 ８月25日
４月30日 ３月20日 ６月26日 ５月30日 ４月19日 ７月26日 ６月30日 ５月20日 ８月26日

５月31日 ４月20日 ７月27日

■産前休業・育児休業開始日早見表 ●うるう年は１日ずれることに注意してください
　  この期間の産前休業開始日は１日遅らせる
　  この期間の育児休業開始日は１日早める
●令和６（2024）年はうるう年です
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⑴産前産後休業・３歳未満の子を養育するための
育児休業等（育児休業又は育児休業の制度に準
ずる措置による休業）をしている間、社会保険
料（健康保険と厚生年金保険の保険料）は、事
業主の申出によって、被保険者本人負担分及び
事業主負担分ともに免除されます。

⑵免除対象はすべての保険料（月々の保険料と賞
与の保険料）で、免除期間は次のとおり定めら
れています。
①産前６週間（多胎妊娠14週間）から産後８週

間の産前産後休業期間のうち、妊娠・出産の

ため労務に従事しなかった期間
②育児休業等の開始日の月から、終了日の翌日

の月の前月までの期間（ただし、子が３歳に
達するまで）※

⑶保険料の免除を受けても、健康保険の給付は通
常どおり受けられます。また、免除された期間
分も将来の年金額に反映されます。
※　月の末日が育児休業等の期間であるか、通算２週間以
上の育児休業等をしていればその月の保険料は徴収され
ず、賞与の保険料は１か月を超える育児休業等の場合に
限り徴収されません。

⑴事業主が、産前産後休業については「産前産後
休業取得者申出書」を、育児休業については

「育児休業等取得者申出書」を、年金事務所（事
務センター）及び健康保険組合に提出します。

⑵事業主は、次の休業期間の変更についても届出
が必要です。（記入例は省略）
①産前産後休業の保険料免除を受けている被保

険者が、出産により休業期間に変更があった
とき、又は終了予定日前に休業を終了したと
きは、「産前産後休業取得者変更（終了）届」

②育児休業の保険料免除を受けている被保険者
が、育児休業を延長するときは「育児休業等
取得者申出書」、終了予定日前に休業を終了
したときは「育児休業等取得者終了届」

１ 産休・育休期間の社会保険料の免除
産休・育休中の健康保険・厚生年金の保険料は免除されますか？Q1

保険料免除の手続はどのようにしますか？Q2

⃝産休・育休期間は、社会保険（健康保険・厚生年金保険）の保険料が免除されます。

⃝産休・育休の終了後に報酬が低下した場合には、特例で標準報酬が改定されます。

⃝３歳未満の子を養育する期間中の報酬の低下が、将来の年金額に影響しないように特例措置
があります。

1. 産前産後休業・育児休業と
社会保険料
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１. 産前産後休業・育児休業と社会保険料
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Ⅱ　育児休業

⑴育児休業
Q&A

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑴

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑵

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑴

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑵

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑴

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑵

１．育児休業の対象となる労働者
１　育児休業の対象者 �  36
２　有期雇用労働者 �  36
３　育児休業の対象とならない場合 �  37

２．育児休業の申出
１　育児休業の申出の概要 �  39
２　育児休業申出書の提出 �  39
３　再度の育児休業の申出ができる
　　特別の事情 �  44
４　事業主の対応 �  45

３．事業主の義務
１　申出に対する事業主の義務 �  47
２　労使協定による制限 �  47

４．育児休業の期間
１　休業期間 �  48
２　両親ともに育児休業をする場合
　　（パパ・ママ育休プラス）の特例 �  50
３　申出の期限 �  55
４　労働者による育児休業開始予定日の
　　繰上げ又は終了予定日の繰下げ �  57
５　期間の終了・申出の撤回等 �  59

５．産後パパ育休 
１　対象となる労働者・申出事項 �  62
２　産後パパ育休の期間 �  66
３　産後パパ育休期間中の就業 �  66

６．子の看護休暇制度 
１　子の看護休暇制度の概要 �  68
２　子の看護休暇の取得対象労働者 �  69
３　子の看護休暇の取得単位 �  70
４　子の看護休暇の申出 �  73

７．労働の制限
１　所定外労働の制限 �  76
２　時間外労働の制限 �  78
３　深夜業の制限 �  81

８．事業主が講ずべき措置
１　妊娠・出産等の申出があった場合 �  84
２　あらかじめ定めるべき事項等 �  85
３　雇用環境の整備、雇用管理・
　　職業能力の開発向上 �  86
４　育児休業の取得状況の公表 �  87
５　短時間勤務制度 �  88
６　短時間勤務制度が困難な場合の措置 �  92
７　小学校就学までの措置 �  92
８　ハラスメントの防止措置等 �  94

様　式

■育児休業申出書 �  41
■育児休業対象児出生届 �  43
■育児休業取扱通知書 �  46
■育児休業期間変更申出書 �  58
■育児休業申出撤回届 �  60
■出生時育児休業申出書�  64
■出生時育児休業中の就業可能日等申出書 �  67
■子の看護休暇申出書 �  74
■育児のための所定外労働制限請求書 �  78
■育児のための時間外労働制限請求書 �  80
■育児のための深夜業制限請求書 �  83
■育児短時間勤務申出書 �  89
■育児短時間勤務取扱通知書 �  90
■育児目的休暇取得申出書 �  93
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36

⑴「育児休業」とは、子を養育するための休業です。
養育とは、同居し監護する（面倒をみる）こと
です。

⑵育児休業をできるのは、原則として１歳に満た
ない子を養育する男女の従業員（労働者）です。

⑶日々雇い入れられる者は除かれます。
⑷配偶者が専業主婦（夫）や育児休業中である場

合であっても、育児休業をすることができます。
⑸産後パパ育休（後述）とは別に育児休業を取得

することができます。

⑴労働者と法律上の親子関係がある「子」であれ
ば、実子、養子を問わず、父親、母親のいずれ
でも育児休業をすることができます。

⑵次の関係にある子についても対象となります。
①特別養子縁組のため試験的に養育している子※

②養子縁組里親に委託されて養育している子
③当該労働者を養子縁組里親として委託するこ

とが適当と認められるにもかかわらず、実親

等の反対により、当該労働者を養育里親とし
て委託された子

⑶男性が事実婚の妻の子に対して育児休業をす
る場合には、申出時点において認知を行って
いることが必要になります。
※　特別養子縁組の成立の請求が裁判所に係属している
場合に限る

⑴有期雇用労働者（期間を定めて雇用される者、
有期契約労働者）は、申出時点において、子が

１歳６か月に達する日までに、労働契約（更新
される場合には、更新後の契約）の期間が満了

１ 育児休業の対象者

２ 有期雇用労働者

どのような人が育児休業をすることができますか？Q1

対象となる「子」の範囲はどうなっていますか？Q2

有期雇用労働者も育児休業をすることができますか？Q3

⃝育児休業とは、子を養育するためにする休業のことです。

⃝育児休業の対象となる労働者は、原則として１歳に満たない子を養育する男女の労働者です。

⃝養子縁組の関係にある子についても、育児休業の対象となります。

１. 育児休業の対象となる労働者
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Ⅱ　育児休業　⑴育児休業Ｑ＆Ａ

38

⃝有期雇用労働者（期間を定めて雇用される者、有期契約労働者）は、育児休業等に係る取扱いについ
て、ほかの労働者と以下の表のように異なります。

労働者
（有期雇用労働者及び日々雇い
入れられる者若しくは労使協定
により除外される者を除く）

有期雇用労働者

・育児休業 原則取得できる。 申出時点において次の要件を満たせば取得
できる。
・�子が１歳６か月（又は２歳）を経過する

日までに労働契約期間が満了し、更新さ
れないことが明らかでないこと
� （１.「Ｑ３」参照）

・産後パパ育休 原則取得できる。 申出時点において次の要件を満たせば取得
できる。
・�子の出生日又は予定日のいずれか遅い方

から起算して8週間を経過する日の翌日
から6か月を経過する日までに労働契約
期間が満了し、更新されないことが明ら
かでないこと
� （５.「Ｑ２」参照）

・�育児休業の終了予定日前に労
働契約の期間が満了する場合
に、再度、育児休業の申出

－

現在締結されている労働契約期間の末日ま
で休業した後、労働契約の更新に伴って更
新後の労働契約期間の初日を育児休業開始
予定日とする申出をする場合は、再度の申
出をすることができる。
その際、１か月前までに申出がなかった場
合でも、事業主は開始日の指定をすること
はできず、労働者は申出どおりの日から休
業を開始できる。
� （４.「Ｑ８」参照）

・子の看護休暇
・所定外労働の制限
・時間外労働の制限
・深夜業の制限
・所定労働時間の短縮等の措置

原則取得できる（受けられる）。 原則取得できる（受けられる）。
育児休業や介護休業と異なり、適用につい
て、別途の要件を課されていない。
�（６. 「Ｑ４」、７.「Ｑ２」「Ｑ８」「Ｑ13」、

８.「Ｑ４」参照）
・育児休業給付金 １歳（一定の場合は最長２歳）

に満たない子を養育するために
育児休業を取得する雇用保険の
被保険者で、賃金支払基礎日数
が11日以上ある完全月が12か
月以上ある人が支給対象。

左の条件にくわえて、子が１歳６か月まで
の間にその労働契約（労働契約が更新され
る場合にあっては、更新後のもの）が満了
することが明らかでないことが必要。
� （⑵・２．「Ｑ１」参照）

・出生時育児休業給付金 出生後８週間以内の子を養育す
るために出生時育児休業を取得
する雇用保険の被保険者で、賃
金支払基礎日数が11日以上あ
る完全月が12か月ある人が支
給対象。

左の条件にくわえて、子の出生日（出産予
定日前に子が出生した場合は出産予定日）
から８週間を経過する日の翌日から６か月
を経過する日までにその労働契約（労働契
約が更新される場合にあっては、更新後の
もの）が満了することが明らかでないこと
が必要。
� （⑵・１．「Ｑ１」参照）

参 考 　育児休業における有期雇用労働者について
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２. 育児休業の申出

41

契約更新後の初日を育児休業開始予定日とする
申出をする場合は、再度の申出をすることがで
きます。

⑵有期雇用労働者が労働契約の更新に伴って申出
をする場合に必要な事項は「Ｑ３」の⑴の①②
④のみです。

■育児休業申出書
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４. 育児休業の期間

51

■パパ・ママ育休プラスの具体例

子の出生日………………………10月10日
子が１歳に達する日……………10月 9 日

（１歳到達日）	 （通常の休業取得可能期間）

子が１歳に達する日の翌日……10月10日
子が１歳２か月に達する日……12月 9 日

パパ・ママ育休プラス

誕生
10月10日 12月5日

１歳２か月
12月９日

１歳到達日
10月9日

母

父

産後８週 母　育児休業

父　育児休業父　育休

育児休業の開始日
10月10日

（例１）

の年齢が、原則１歳に満たない子から原則１歳
２か月に満たない子に延長されます。
①育児休業を取得しようとする労働者（以下
「本人」）の配偶者※１が、子の１歳に達する
日（１歳の誕生日の前日）以前のいずれかの
日において育児休業※２をしていること

②本人の育児休業開始予定日が、子の１歳の誕
生日以前であること

③本人の育児休業開始予定日が、配偶者がして
いる育児休業※２の初日以降であること

⑵育児休業※２が取得できる期間（出産した女性
の場合は、出生日以後の産前・産後休業期間を
含む）は１年間です。

⑶「配偶者が、子の１歳に達する日以前のいずれ
かの日において育児休業をしている場合」に
は、育児・介護休業法の規定にもとづく育児休
業※２のみならず、公務員が国家公務員の育児

休業等に関する法律等の規定にもとづき取得す
る育児休業をしている場合を含みます。

⑷育児休業が取得できる期間については、具体的
には、「育児休業等取得日数」（①）が「育児休
業等可能日数」（②）を超えた場合、その日にお
いて育児休業が終了することとされています。
①「育児休業等取得日数」とは、「出生日以後の

産前・産後休業期間の日数」＋「育児休業を
取得した日数」＋「産後パパ育休を取得した
日数」をいいます。

②「育児休業等可能日数」とは、子が１歳に達
する日までの日数をいいます。すなわち、う
るう日を含まない場合は365日、うるう日を
含む場合は366日となります。

※１　「配偶者」には、法律上の配偶者のみならず、事実
上婚姻関係と同様の事情にある者を含みます。

※２　産後パパ育休を含みます。
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Ⅱ　育児休業　⑴育児休業Ｑ＆Ａ

96

■相談・苦情への対応の流れの例

相談・苦情

苦情相談窓口人事部・労働組合

「本人」ヒアリング 「相手」ヒアリング 第三者ヒアリング

本人に説明 相手に説明

誤解であると判断した場合

事実関係があると判断した場合

メンバー
会社︓人事担当取締役、人事部長、人事課○○
労働組合︓委員長、書記長

事実関係
の有無

（必要に応じて）

（必要に応じて）

解 決

再発防止措置

判 定
懲戒に値しない場合 懲戒に値する場合

就業規則に基づく

配置転換
行為者謝罪
関係改善援助
不利益回復
職場環境回復
メンタルケアなど

「本人」説明 け ん 責
出勤停止
諭旨解雇
懲戒解雇

など

第三者事情聴取

（必要に応じて）

「本人」事情聴取

「本人」に経過説明

「相手」事情聴取

ハラスメント対策委員会
による協議

資料出所：厚生労働省「職場におけるパワーハラスメント対策が事業主の義務になりました！」

Ⅱ　育児休業
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Ⅱ　育児休業

⑵育児休業給付の届出
Q&A

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑴

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑵
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介
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業
　
⑴
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護
休
業
　
⑵

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑴

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑵

１．出生時育児休業給付金
１　支給対象者 �  99
２　支給要件 �  100
３　支給額 �  101
４　受給申請手続 �  102

２．育児休業給付金
１　支給対象者 �  103
２　支給対象期間 �  104
３　支給額 �  105
４　受給申請手続 �  107
５　受給の終了 �  109
６　１歳以降の給付金 �  109

様　式

■育児休業給付次回支給申請日指定通知書 
　�  107
■育児休業給付金支給申請書 �  111
■雇用保険被保険者休業開始時賃金月額
　証明書（育児） �  112
■育児休業給付受給資格確認票・
　（初回）育児休業給付金支給申請書 �  113
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■育児休業給付の基本的な流れ（事業主経由により行う流れ）

出産（男性の方は休業開始を申し出た期間の初日から支給対象期間となりうる）

産後８週間

育児休業開始（女性の方はここから支給対象期間となりうる）

受給資格確認手続（初回の支給申請を行う日まで）

初回支給申請

２回目以降の支給申請（原則２か月ごとに２か月分まとめて申請）

延長事由の届出とともに支給申請（最長２歳到達の前日まで）

職場復帰（支給終了） 退職

退職日の属する期間の
１つ前の支給単位期間まで支給

職場復帰

退職再度の育児休業開始

※休業取得時に、あらかじめ退職が確定（予定）している場合は、支給の対象となりません。

受給資格確認と初回支給申請を同時に手続
（休業開始日から４か月を経過する日の属する月の
末日まで）

一定の延長事由が発生したことにより１歳（又は１歳
６か月）に達する日以後の期間に育児休業を取得する
場合（保育所入所困難等）
配偶者が子の１歳（又は１歳６か月）に達する日にお
いて育児休業をし、配偶者の育児休業終了日の翌日以
前に被保険者が育児休業を開始している場合

支給申請（方法は初回、
２回目以降と同様）

職場復帰又は子が１歳
に達した（支給終了）

②出生時育児休業給付金を申請しない場合

出生日又は出産予定日のいずれか早い日

出生時育児休業（産後パパ育休）開始（４週間（28日）以内の期間で２回に分割可能）

出生日又は出産予定日のいずれか遅い日から８週間経過

（育児休業を取得する場合は以下に続く）

初回支給申請手続（休業開始日から４か月を経過する日の属する月の末日まで）

受給資格確認と出生時育児休業給付金支給申請を同時に手続（出生日（出産予定日
前に子が出生した場合は当該出産予定日）の８週間を経過する日の翌日から申請可
能となり、当該日から２か月を経過する日の属する月の末日まで）

育児休業開始（出生時育児休業期間終了後、出生時育児休業給付金支給申請書を提
出するまでの間に休業を開始することも可能です）

※２回目以降の育児休業支給申請については②のフロー図と同様となります。
※休業取得時に、あらかじめ退職が確定（予定）している場合は、支給の対象となりません。
※出生時育児休業を取得せず、育児休業を取得することも可能です。 
※出生後８週間を超える期間や４週間を超える期間の休業を希望する場合は、育児休業の申出を行います。

①出生時育児休業給付金を申請する場合
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Ⅱ　育児休業　⑵育児休業給付の届出Ｑ＆Ａ

112

■雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書（育児）

岡村　祥子
オカムラ　　ショウコ

南北商会株式会社
東京都足立区中千住１–２–３

東京都足立区中千住１–２–３
南北商会株式会社
代表取締役　　千住　太郎

（03）4321–1234

103-0001
東京都中央区新谷４–３–２

03 1234 5678

6 17 0 6 21 0 0

3 17 4 16 24 3 21 4 20 20 210,000

2 17 3 16 28 2 21 3 20 28 280,000

1 17 2 16 31 1 21 2 20 31 280,000

12 17 1 16 31 12 21 1 20 31 280,000

11 17 12 16 30

10 17 11 16 31

9 17 10 16 30

8 17 9 16 31

7 17 8 16 31

6 17 7 16 30

5 17 6 16 31

4 17 5 16 30

3 17 4 16 31

11 21 12 20 30 280,000

10 21 11 20 31 280,000

9 21 10 20 30 280,000

7 17

5 0 1 9 7 9 8 3 0 8 0
1 3 0 9 5 0 7 1 2 3 4 ５ 7 17

自５.4.10
至５.7.16
98日間
産前産後休業
のため、賃金
の支払いなし
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Ⅲ　介護休業

⑴介護休業
Q&A

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑴

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑵

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑴

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑵

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑴

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑵

１．介護休業の対象となる労働者
１　介護休業の対象者 �  116
２　有期雇用労働者 �  117
３　要介護状態 �  118
（参考）�介護休業における有期雇用労働者
　　　について �  119

２．介護休業の申出
１　介護休業の申出の概要 �  120
２　介護休業申出書の提出 �  121
３　事業主の対応 �  122

３．事業主の義務
１　申出に対する事業主の義務 �  124
２　労使協定による制限 �  124

４．介護休業の期間
１　休業期間 �  125
２　休業の申出の撤回 �  125
３　申出の期限 �  126
４　労働者による介護終了予定日の繰下げ
　　　　 �  127

５．介護休暇制度
１　介護休暇制度の概要 �  129
２　介護休暇の取得対象労働者 �  129
３　介護休暇の取得単位 �  130
４　介護休暇の申出 �  131

６．労働の制限
１　所定外労働の制限 �  133
２　時間外労働の制限 �  135
３　深夜業の制限 �  137

７．事業主が講ずべき措置
１　あらかじめ定めるべき事項等 �  139
２　短時間勤務制度等の措置 �  139

様　式

■介護休業申出書 �  122
■介護休業取扱通知書 �  123
■介護休業申出撤回届 �  125
■介護休業期間変更申出書 �  128
■介護休暇申出書 �  132
■介護のための所定外労働制限請求書 �  134
■介護のための時間外労働制限請求書 �  136
■介護のための深夜業制限請求書 �  138
■介護短時間勤務申出書 �  141
■介護短時間勤務取扱通知書 �  142
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Ⅲ　介護休業　⑴介護休業Ｑ＆Ａ

122

■介護休業申出書

人事部長

経理課
田中 英継

田中 一郎
実父

要介護度３の認定を受け、自宅にて
介護を行うため

令和５

11

令和５ 3 27 ５ 4 28
令和５

1 40

5 1

3 3

⑴事業主は、介護休業の申出がされたときは、法
令で定める次の事項を労働者に速やかに※１通
知しなければなりません。通知は、書面による
ほか、労働者が希望する場合には、ファックス
又は電子メール等※２によることも可能です。
①介護休業申出を受けた旨
②介護休業開始予定日（介護休業を開始しよう

とする日の２週間前までに申出がされず、事
業主が休業を開始しようとする日を指定する
場合にあっては、当該事業主の指定する日）
及び介護休業終了予定日

③申出を拒む場合には、その旨及びその理由
⑵事業主は、社内の規定により、法令が求める事

項を盛り込んだ「介護休業取扱通知書」（様式
例⇒次頁）を定めます。

⑶介護休業は、労働者が適正に申し出ることによ
り、事業主の承諾等を要せずして休業できるも
のであり、この通知がされなかったとしても、
適正に申出を行った労働者は介護休業をするこ
とができます。
※１　「速やかに」とは、原則として労働者が介護休業申
出をした時点からおおむね１週間以内をいいます。ただ
し、申出日から開始予定日までの期間が１週間に満たな
い場合は、開始予定日までに通知をすることが必要です。

※２　電子メール等による場合は、労働者が記録を出力す
ることにより書面を作成できるものに限ります。電子
メール等には、例えばイントラネット（企業内LAN）、
WEBメール（Gmail等）、SNS（LINE、Facebook等）が
含まれます。

３ 事業主の対応
申出を受けた事業主はどのような対応が必要ですか？Q7
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Ⅲ　介護休業

⑵介護休業給付の届出
Q&A

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑴

Ⅱ
　
育
児
休
業
　
⑵

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑴

Ⅲ 

介
護
休
業
　
⑵

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑴

Ⅰ
　
産
前
産
後
　
⑵

１．介護休業給付金の概要
１　支給対象者 �  144
２　支給対象となる介護休業 �  145
３　介護休業給付の内容 �  145
４　支給額 �  146
５　日程 �  146

２．介護休業給付金の申請
１　支給申請手続 �  148
２　休業開始時賃金月額証明書・
　　支給申請書 �  148

様　式

■介護休業給付金支給申請書 �  150
■雇用保険被保険者休業開始時賃金月額
　証明書（介護） �  152
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2. 介護休業給付金の申請

149

⑴［19］［22］［25］欄には、［17］［20］［23］欄
の各々の支給対象期間に支払われた賃金額を記
載します。

⑵「支給対象期間に支払われた賃金」とは、支給
対象期間中の賃金支払日に支払われた賃金であ
って、介護休業期間を対象とした賃金をいいま
す。

⑶下図の例でいえば、「支給対象期間①（８月31
日～９月29日）」には、この期間の賃金支払日

（９月25日）に、「支給対象期間②（９月30日～

10月30日）」には、賃金支払日（10月25日）に、
「支給対象期間③（10月31日～11月30日）」に
は、賃金支払日（11月25日）に支払われた賃金
額を、それぞれ「介護休業給付金申請書」の

［19］［22］［25］欄に記載することとなります。
⑷なお、それぞれの賃金支払日に支払われた賃金

額のうち、一部分でも介護休業期間外を対象と
する給与・手当等や、対象期間が不明確な給
与・手当等の額は計上しないでください。

「介護休業給付金支給申請書」中、［19］［22］［25］欄の
「支払われた賃金額」とは何ですか？Q4

性別、生年月日等が確認できる書類（住民票
記載事項証明書等）

③介護休業の開始日・終了日、介護休業期間中
の休業日数の実績が確認できる書類（出勤簿
等）

④介護休業期間中に介護休業期間を対象に支払
われた賃金が確認できる書類（賃金台帳等）

⑶提出期限は、各介護休業の終了日※２の翌日か
ら起算して２か月を経過する日の属する月の末

日までです。例えば介護休業終了日が７月25日
の場合、７月26日～９月30日となります。
※１　やむを得ない理由のため、事業主を経由して提出す
ることが困難な場合や被保険者本人が自ら申請手続を行
うことを希望する場合は、被保険者本人が提出すること
も可能です。被保険者本人が提出する場合は、事業主が
本人に交付する「雇用保険被保険者休業開始時賃金月額
証明書」「介護休業取扱通知書（様式例⇒123頁）」及び
⑵の②から④を添付します。

※２　介護休業期間が３か月以上にわたるときは介護休業
開始日から３か月を経過する日です。

支給対象期間①
8月31日～9月29日

支給対象期間②
9月30日～10月30日

支給対象期間③
10月31日～11月30日

賃金支払日
9月25日

賃金支払日
10月25日

賃金支払日
11月25日

8月31日

休業開始日

11月30日

休業終了日

賃金支払対象期間
8月21日～9月20日

賃金支払対象期間
9月21日～10月20日

賃金支払対象期間
10月21日～11月20日

（例）�賃金締切日20日、賃金支払日25日の事業所で、8月31日から11月30日までの介護休業を取得
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Ⅲ　介護休業　⑵介護休業給付の届出Ｑ＆Ａ
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■介護休業給付金支給申請書

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

8 4 1 0 0 4 0 11 3 0 0 2 3 4 5 6 7

1

05 5 0 8 3 1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

1 西

5 12 15

5 12 15

9876543

20
25

大森 西田　卓

村山商事株式会社
東京都大田区大森３–２–１　（03）6789–4321　

東京都千代田区内神田12–14–16　

　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　北村　健太

ニシ ダ　　スグル

田 卓

西 田 次 郎

3 0 0 7 6 5 4 3 2

ウロ゙シ 1 2ニ シ タ ゙

ニ シ タ ス グ ル゙

0

5110223

0 5 0 8 3 1 0 9 2 9

0 5 0 9 3 0 1 0 3 0

0

5

5

5 5 1 0 3 1 1 1 3 0

3 0

03 1

03 1

東西銀行　千代田
トウザイギンコウ　 　チ　ヨ　ダ

0 0 9 1 2 39

西田　卓
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